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Ⅰ 監 査 の 対 象 

    第 １ 回 

       消 防 本 部 

         総 務 課 

         予 防 課 

         警 備 課 

       消 防 署 

         消 防 課 

         田 原 分 署 

 

       会 計 課 

 

       選 挙 管 理 委 員 会 

       公 平 委 員 会 

       固定資産評価審査委員会 

 

    第 ２ 回 

       上 下 水 道 局 

          総 務 課 

                  お 客 さ ま セ ン タ ー 

                  配 水 課 

                  下 水 道 課 

                  田 原 処 理 場 

        

        

Ⅱ 監 査 の 期 間 

      第 １ 回 平成２０年１０月 ３日 か ら 

            平成２０年１１月２１日 ま で 

      第 ２ 回 平成２０年１２月 ５日 か ら 

            平成２１年 ２月 ４日 ま で 
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Ⅲ 監 査 の 概 要 

  監査に当たっては、主として財務に関する事務の執行が法令、条例、規則等に準拠し

ているか、また、経営に係る事業の管理が適正かつ効率的であるかについて監査を行っ

た。 

 

Ⅳ 監 査 の 結 果 

  監査の結果を総合的に見ると、事務事業の執行は、おおむね適正に行われていると認

められた。 

  しかし、次の点について事務処理の適正を欠くもの、なお改善検討を要するものが見

受けられたので、今後一層の努力により事務の適正化・合理化・効率化に努められるよ

う希望するものである。 

１ 文書処理及び予算執行事務について 

  起案から決裁、完結文書の保存、また、支出負担行為から支出命令に至るまでの会計

事務の処理等が四條畷市文書管理規程並びに四條畷市財務規則等に基づき、適正に処理

されるよう努められたい。 

２ 条例・規則等について 

  責任の明確化等の観点から整備すべき規程等について、未整備が認められた。 

制定時における例規の厳格な審査は勿論であるが、定期的に例規全般の点検をされ、

常に実態に即した整備を図られたい。 

また、地方公共団体の事務を遂行するうえで、法令の正確な理解が不可欠であり知識

の涵養に努められたい。 

  なお、各課等の監査結果について今後更に改善を要すると思慮される事項など、以下

項を追って述べることとする。 
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           総 務 課 
 

 当課は、総務１係、総務２係の２係で組織され、課長以下１１名で所掌事務を分掌して

いる。（人数は、平成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

（総務１係、総務２係） 

・ 渉外及び儀式に関すること。 

・ ほう賞及び表彰に関すること。 

・ 消防の主要施策事業の企画及び立案に関すること。 

・ 消防関係の条例、規則等の制定及び改廃に関すること。 

・ 消防統計に関すること。 

・ 職員の任免、配置その他人事身分に関すること。 

・ 職員の研修に関すること。 

・ 職員の安全衛生、福利厚生及び健康管理に関すること。 

・ 公務災害補償に関すること。 

・ 被服等の貸与に関すること。 

・ 消防団に関すること。 

・ 消防施設の維持管理に関すること。 

・ 文書の受発及び保存に関すること。 

 ・ 公印の管守に関すること。 

・ 他の課及び係の主管に属しないこと。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の諸点について、さらに調査研究、検討、改善等を要

望するものである。 

１ 会計処理について 

  歳入歳出外現金入金通知書の主管課長欄の押印について、主管課長と異なる者の押印 

が見受けられた。職責の遂行に努められたい。 

２ 予算執行事務について  

(1) 職員の服務に関する規程第１２条に定める様式第５号の出張命令書の記載につい

ては、同様式の記載要領を遵守するとともに、所定欄の記入漏れ、記入誤りに留意さ
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れたい。 

３ 条例・規則・要綱等について 

(1) 消防吏員の制服等について 

一般職の職員に対しては四條畷市職員被服貸与規程が制定されているが、消防吏員

の被服については、未制定となっているので貸与規程を制定されたい。 

(2) 消防の決裁規程について 

    四條畷市事務決裁規程第３条第２項において消防長の決裁事項を超えるものについ

ては副市長の決定を経て市長の決裁を受けるものとすると規定されている。しかし、 

消防長の決裁事項についての定めがないため、四條畷市事務決裁規程の別表第１共通

専決事項表に準じて決裁されている。同規程を準用する根拠条文を設けるなど消防長

の決裁規程の整備を図られたい。 

４ 消防行政の広域対応について 

  阪神・淡路大震災等大規模地震の発生や、その後各地での大規模地震の発生、また今

世紀前半にも発生の恐れがあるとされる東南海・南海地震に備えた防災対策として、こ

れら大規模震災の教訓から今後消防の相互応援に関する協定を更に充実させ、災害発生

時における各市・各組合の所有する消防施設、資機材等の活用等消防力の強化という観

点からも広域対応を積極的に推進されたい。 
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予 防 課 
 
 当課は、指導１係、指導２係、調査予防１係、調査予防２係の４係で組織され、課長以

下１３名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

（指導１係、指導２係） 

・ 建築物の消防同意に関すること。 

・ 危険物製造所等の設置等の許可及び検査に関すること。 

・ 危険物製造所等の指導及び取締りに関すること。 

・ 少量危険物及び指定可燃物の指導及び取締りに関すること。 

・ 消防対象物の査察、指導及び取締りに関すること。 

・ 消防用設備等の設置及び維持管理の指導に関すること。 

（調査予防１係、調査予防２係） 

・ 火災予防意識の普及に関すること。 

・ 火災予防行事の企画及び立案に関すること。 

・ 防火管理に関すること。 

・ 民間防火協力団体の育成及び指導に関すること。 

・ 火災の調査に関すること。 

・ その他火災予防に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 

 

  上記分掌事務の執行における指摘事項等については、消防本部総務課と同一であるの

で参照されたい。 
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           警 備 課 
 
 当課は、警備１係、警備２係、救急救助１係、救急救助２係の４係で組織され、課長以

下２６名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

（警備１係、警備２係） 

・ 災害（火災を除く。）の調査に関すること。 

・ 消防地水利に関すること。 

・ 消防警備に関すること。 

・ 消防隊の運用に関すること。 

・ 消防の技術の研究及び指導に関すること。 

・ 消防訓練に関すること。 

・ 現場情報の収集及び連絡に関すること。 

・ 気象情報の収集及び伝達に関すること。 

・ 非常召集に関すること。 

・ 消防通信の運用及び通信施設の維持管理に関すること。 

・ 消防機械器具及び装備の研究改善及び点検整備に関すること。 

・ 水防に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 

（救急救助１係、救急救助２係） 

・ 救急隊及び救助隊の運用に関すること。 

・ 救急及び救助の技術の研究及び指導に関すること。 

・ 救急救助訓練に関すること。 

・ 救急救助機械器具及び装備の研究改善及び点検整備に関すること。 

 

  上記分掌事務の執行における指摘事項等については、消防本部総務課と同一であるの

で参照されたい。 
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           消 防 課 
 

 当課は、課長以下４８名（消防本部職員が兼務）で所掌事務を分掌している。（人数は、

平成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 文書の収受及び発送に関すること。 

・ 職員の教養に関すること。 

・ 建築物の指導及び査察に関すること。 

・ 危険物の取締りに関すること。 

・ 防火対象物の取締りに関すること。 

・ 公衆集合場の取締りに関すること。 

・ 災害の調査に関すること。 

・ 消防地水利に関すること。 

・ 消防警備に関すること。 

・ 消防隊、救急隊及び救助隊に関すること。 

・ 消防訓練に関すること。 

・ 非常召集に関すること。 

・ 消防通信に関すること。 

 ・ 消防機械器具の配置、運用及び管理に関すること。 

・ 水防に関すること。 

 

  上記分掌事務の執行における指摘事項等については、消防本部総務課と同一であるの

で参照されたい。 
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           田 原 分 署 
 

 当分署は、消防１係、消防２係で組織され、分署長以下１３名で所掌事務を分掌してい

る。（人数は、平成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 文書の収受及び発送に関すること。 

・ 消防地水利に関すること。 

・ 消防警備に関すること。 

・ 消防隊、救急隊及び救助隊の運用に関すること。 

・ 消防訓練に関すること。 

 ・ 消防及び救急救助機械器具の点検整備に関すること。 

・ 水防に関すること。 

 

  上記分掌事務の執行における指摘事項等については、消防本部総務課と同一であるの

で参照されたい。 
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           会 計 課 
 

 当課は、課長以下３名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 現金及び有価証券類の出納、審査及び保管に関すること。 

・ 物品の出納及び保管に関すること。 

・ 小切手の振出しに関すること。 

・ 一時借入金に関すること。 

・ 資金計画に関すること。 

・ 収入及び支出命令の審査に関すること。 

・ 支出負担行為の確認に関すること。 

・ 財産の記録管理に関すること。 

・ 決算に関すること。 

・ 会計事務の改善に関すること。 

・ 会計間の連絡調整に関すること。 

・ 指定金融機関及び収納代理金融機関に関すること。 

・ その他会計に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の諸点について、さらに調査研究、検討、改善等を要

望するものである。    

１ 会計処理について 

  歳入歳出外現金入金通知書の主管課長欄の押印について、主管課長と異なる者の押印 

が見受けられた。職責の遂行に努められたい。 

 

２ 条例・規則・要綱等について 

  歳入歳出現金の一時保管については、歳計現金の保管のときと同様に、地方自治法第

２３５条の４の規定に基づき厳正に取り扱われたい。 
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選 挙 管 理 委 員 会 
 

 当委員会は、事務局長以下５名（内併任３名）で所掌事務を分掌している。（人数は、平

成２０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 選挙及び投開票の管理に関すること。 

・ 選挙人名簿に関すること。 

・ 検察審査会法（昭和 23年法律第 147号）に関すること。 

・ 告示及び公表に関すること。 

・ 選挙の統計及び報告に関すること。 

・ 選挙啓発事業に関すること。 

・ 職員の任免及び服務に関すること。 

・ 委員会の会議に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 

・ 文書の受発及び保存に関すること。 

・ その他選挙管理委員会の事務に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の諸点について、さらに調査研究、検討、改善等を要

望するものである。  

１ 文書処理について 

  文書処理については、次の諸点が見受けられたので「四條畷市文書管理規程」により

適正な事務処理に努められたい。 

(1) 起案用紙による起案で、決裁権者等の決裁区分を明確にせずに決裁を受けていたも

の、及び決裁年月日の記入漏れが認められた。 

 (2)  歳入又は歳出に係る文書の保存期間の起算日は、四條畷市文書管理規程第３２条第

３項ただし書において、当該歳入又は歳出に属する会計年度の翌年度の６月１日とす

ると規定されている。支出負担行為書綴（保存期間５年）の起算日を当該会計年度の

翌年度の６月１日に、保存満了日を平成２６年５月末として保存されたい。 

２ 条例等について 

(1)  四條畷市選挙管理委員会規程第９条において、委員長は、委員の任期満了前３０
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日までに、委員の任期が満了する旨を議会の議長に通知しなければならないとされ

ている。遵守のうえ事務処理に遺憾なきを期されたい。 

    (2)  選挙関係事務執行規程で定める様式において、敬称が「殿」になっているものが

見受けられる。「殿」を様に改正されたい。 
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      公 平 委 員 会 



 26

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            



 27

公 平 委 員 会 
 

 当委員会は、事務職員５名（内併任４名）で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２

０年９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 公平委員会連合会に関すること。 

・ 勤務条件に関する措置要求に関すること。 

・ 不利益処分についての不服申し立てに関すること。 

・ 職員団体の登録に関すること。 

・ 管理職員等の範囲に関すること。 

・ 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関すること。 

・ 職員が職員団体の役員として専ら従事することができる期間に関すること。 

・ 告示及び公表に関すること。 

・ 委員会の会議に関すること。 

・ 職員の服務その他身分に関すること。 

・ 職員の苦情相談に関すること。 

・ 文書の受発及び保存に関すること。 

・ その他公平委員会に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の点について、さらに調査研究、検討、改善等を要望

するものである。 

１ 文書処理について 

  文書保存について、１年保存の文書綴で保存満了年月日を平成２２年３月と記入すべ 

きところ、平成３１年３月と記載されている。保存期間に誤りのないようにされたい。 
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      固定資産評価審査委員会 
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固定資産評価審査委員会 
 

 当委員会は、書記４名（内併任４名）で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年

９月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 審査申出に関すること。 

・ 固定資産評価審査委員会の会議に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行において、指摘事項は特に見当たらなかった。 
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第   ２   回 
       （ 上 下 水 道 局） 
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           総 務 課 
 

 当課は、課長以下５名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年１１月３０日現

在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 職員の人事、服務、保健、福利厚生及び研修に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 

・ 条例、規則及び規程に関すること。 

・ 水道事業の調査研究及び企画並びに広報公聴に関すること。 

・ 予算及び決算に関すること。 

・ 一時借入金及び企業債に関すること。 

・ 事業の認可申請に関すること。 

・ 財政計画及び資金計画に関すること。 

・ 現金及び有価証券の出納保管その他会計事務並びに金融機関に関すること。 

・ 資産の取得、管理及び処分に関すること。 

・ 資材及び物品の購入、検収並びに出納保管に関すること。 

・ 事務用庁内の管理に関すること。 

・ 給水装置工事事業者の指定に関すること。 

・ 入札及び契約に関すること。 

・ 主管に属する文書の収受、発送及び保存に関すること。 

・ 主管に属する車両の整備及び管理運営に関すること。 

・ その他上下水道局の庶務に関すること並びに他の課及びセンターの主管に属さない 

 こと。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の諸点について、さらに調査研究、検討、改善等を要

望するものである。 

１ 文書処理について 

  上下水道局における文書処理については、四條畷市上下水道局文書管理規程で定める

もののほか、文書の取扱いについては「四條畷市文書管理規程の例による。」とされてい

る。 
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ただし、水道事業会計は出納整理期間が存在しないため、四條畷市文書管理規程第３

２条第３項ただし書において規定されている歳入歳出に係る文書の保存については、こ

れの適用を除外する規定の整備を図られたい。 

 

２ 環境会計の導入について 

  環境保全対策に投じた費用とそれによる省資源化などの費用節約効果等を金額で示す

環境会計の導入及び環境管理国際規格 ＩＳＯ １４００１認証の取得について検討さ

れたい。 

 

３ 地方公営企業における経営評価制度の導入について 

経営評価制度は、収益性や人件費、その他経費の削減率などについて具体的な数値目

標を 

設定し、その結果をチェックするもので、事業の目標が明確になるため運営の効率性、

透明性を増す効果が見込めることから、経営評価制度の導入を検討されたい。 
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           お客さまセンター 
 

 当センターは、センター長以下１０名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年

１１月３０日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 受付業務に関すること。 

・ 開閉栓に関すること。 

・ 使用水量の計量及び認定に関すること。 

・ 水道料金及び下水道使用料の調定に関すること。 

・ 水道料金及び下水道使用料の収納に関すること。 

・ 量水器の取付、取替整備及び検査に関すること。 

・ 滞納整理及び給水停止処分に関すること。 

・ 受託工事に係る給水装置等工事のみの工事に関すること。 

・ 受託工事を除く給水装置等工事に関すること。 

・ 主管に属する占用申請に関すること。 

・ 加入金及びメーター負担金に係る収入の調定及び収納に関すること。 

・ 工事費、負担金、手数料等のうち主管に係る収入の調定及び収納に関すること。 

・ 指定給水装置工事事業者の指導及び監督に関すること。 

・ 貯水槽水道に関すること。 

・ 主管に属する作業用諸工具の整備保管に関すること。 

・ 主管に属する文書の収受、発送及び保存に関すること。 

・ 主管に属する車両の整備及び管理運営に関すること。 

・ その他お客さまセンターの業務に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の諸点について、さらに調査研究、検討、改善等を要

望するものである。 

１ 文書処理について 

  文書処理について一部の文書綴において簿冊名称の表示に誤りがあり、またセンター

長の押印漏れが見受けられた。 

上下水道局における文書処理については四條畷市上下水道局文書管理規程で定めるも
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ののほか、「四條畷市文書管理規程の例による。」とされており、四條畷市文書管理規程

についても遵守されたい。 

    

２ 予算執行事務について 

  予算執行事務について次の点が見受けられたので「四條畷市水道事業会計規程」によ

り適正な事務処理に努められたい。 

地方公営企業法第１７条の２において経費の負担の原則が規定されている。消防用水

として使用された水量に関する経費の負担について、同法の定める負担割合に見合った

措置が図られるよう努められたい。 
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           配 水 課 

 

 当課は、課長以下７名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年１１月３０日現

在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 取水、受水、浄水及び送配水に関すること。 

・ 水質試験及び検査に関すること。 

・ 取水場、浄水場及び配水場の維持管理並びに場内取締に関すること。 

・ 拡張、改良及び整備事業の計画並びに施行に関すること。 

・ 送配水管及び消火栓の維持管理に関すること。 

・ 給水の制限及び漏水防止に関すること。 

・ 主管に属する占用申請に関すること。 

・ 受託工事に関すること。（お客さまセンターに係る受託工事を除く。） 

・ 工事費、負担金、手数料等のうち主管に係る収入の調定及び収納に関すること。 

・ 主管に属する作業用諸工具の整備保管に関すること。 

・ 主管に属する文書の収受、発送及び保存に関すること。 

・ 主管に属する車両の整備及び管理運営に関すること。 

・ その他配水課の業務に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行における下記の点について、さらに調査研究、検討、改善等を要望

するものである。 

１ 文書処理について 

  総務課のところでも指摘しているが、上下水道局における文書処理については、四 

條畷市上下水道局文書管理規程で定めるもののほか、「四條畷市文書管理規程の例によ

る。」とされている。ただし、水道事業会計は出納整理期間が存在しないため、四條畷

市文書管理規程第３２条第３項ただし書において規定されている歳入歳出に係る文書

の保存については、これの適用を除外するための規定の整備を図られたい。 

 

２ 危機管理マニュアルの策定について 

  水道事業者には、地震などの自然災害や、水質事故、テロ等の非常事態においても、
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生命や生活のための水の確保が求められている。 

  また、四條畷市地域防災計画においても、ライフライン確保体制の整備に努めるとし

ている。 

  水道施設の安全性の確保、重要施設等への給水の確保、被災した場合でも速やかに復

旧できる体制の確保等が必要であることから危機管理マニュアルを早急に策定されたい。 

 

３ 水安全計画の策定について 

  厚生労働省では平成２０年５月３０日に「水安全計画策定ガイドライン」を公表し、

平成２３年度を目途に水安全計画を策定又はこれに準じた危機管理の徹底により、これ

まで以上に良質で安全な水道水の供給確保に努めることが望ましいとされている。 

  このガイドラインによる、安全な飲料水を供給する有効な方法としての水源から給水

栓における包括的な危機評価と危機管理体制の確立のため、その手法として「水安全計

画」の策定について検討されたい。 
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           下 水 道 課 
 

 当課は、課長以下１２名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年１１月３０日

現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 下水道事業の計画、設計及び施工に関すること。 

・ 流域下水道事業に係る連絡調整に関すること。 

・ 下水道受益者負担金及び下水道使用料に関すること。 

・ 水洗化の促進に関すること。 

・ 水洗便所への改造資金のあっせんに関すること。 

・ 水洗化調停委員会に関すること。 

・ 公共下水道事業に係る市債に関すること。 

・ 寝屋川北部広域下水道組合との連絡調整に関すること。 

・ 公共下水道の維持管理に関すること。 

・ ポンプ場の維持管理に関すること。 

・ 公共下水道台帳に関すること。 

・ 公共下水道敷の境界明示に関すること。 

・ 公共下水道事業に係る下水道管渠及び下水道敷の占用及び使用に関すること。 

・ 公共下水道の水質検査及び調査研究並びに水質の保全に関すること。 

・ 処理区域内における排水施設、除害施設及び特定施設の指導に関すること。 

・ 排水設備工事の計画確認及び検査に関すること。 

・ 排水設備工事業者の指定に関すること。 

・ 田原処理場との連絡調整に関すること。  

・ 河川及び水路の施行に関すること（下水道計画区域内に限る。以下第 23号までに 

おいて同じ。）。 

・ 河川及び水路の境界明示に関すること。 

・ 河川及び水路の占用及び使用に関すること。 

・ 河川台帳に関すること。 

・ 河川及び水路の公用廃止に関すること。 

・ 公印の管守に関すること。 
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 上記分掌事務の執行における下記の点について、さらに調査研究、検討、改善等を要望

するものである。 

１ 水洗化の促進について 

  公共下水道の人口比に対する普及率は９９．５％と整備が進められているのに対し、

供用開始区域における水洗化率は９６．４％となっている。 

未水洗化家庭及び家屋所有者を訪問され水洗化の推進に向けて鋭意努力されその成果

が認められるが、更なる努力を傾注されたい。 

 

２ 環境会計について 

 下水道事業は、汚水処理や雨水排除などの過程で大量の資源やエネルギーを使用し、

自然環境に負荷を与えている。環境保全対策の費用とその効果を評価しながら、より効

率的に対策を推進する必要がある。環境保全のために実施した取組について、市民に分

かりやすく説明するためにも環境会計の導入について検討されたい。 
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           田 原 処 理 場 

 

 当処理場は、場長以下５名で所掌事務を分掌している。（人数は、平成２０年１１月３０

日現在） 

 主な事務は、次のとおりである。 

・ 下水の終末処理に関すること。 

・ 処理場の維持管理に関すること。 

 

 上記分掌事務の執行において、特に指摘する事項は見当たらなかった。 


